






























































































































































































































































































































































































通常の2倍にはね上がった」 （｢沖縄タイムス」 1974年6月27日)。 28日か
らは那覇地区漁協の漁船団が出漁し， 7月1日にはその中の数隻が「泊魚
市場」に水揚げを行ったものの， いわば焼け石に水で， 「この日のセリ市






























































































































































































































































































































































































































































































































































「マグロ水揚げ制限を撤廃｣， 「調整委が解散決定」 （｢沖縄タイムス」 1993


























































るとの見解を示しており （｢沖縄タイムス」 1996年8月20日), どのような
具体的対応がなされるかが注目されていた。
（4）「糸満魚市場」の営業停止
「糸満魚市場」は， 8月頃にはすでに資本金を使い果たして債務が累積
しており，事実上の倒産状態に陥っていた。開設時には20人余りいた従業
員も7人まで減少し， それらには給与は支払われていたものの，ボーナス
も手当も未払いという状態になっていた（｢沖縄タイムス」 1996年10月13
日)。こうした状況下にあった8月20日， 糸満市の新市長は，ついに「糸
満魚市場」の運営から糸満市が撤退する方針を打ち出した。あえて倒産と
いうかたちにしなかったのは， この市場の経営権を県漁連に委ね，いずれ
セリ業務を再開させようとしたからと説明された。
しかしながら， 「二つの市場はいらない」とする県漁連の態度は冷やや
かで， 8月31に開催された「糸満魚市場」の株主総会にも欠席するあり様
であった。このため，糸満市長はやめるにもやめられない状態で，引き続
き「糸満魚市場」の社長に就任した。その後も県漁連との協議が続けられ
たが，セリ業務再開の目処は立たなかった。
9月30日， 「糸満魚市場」の取締役会が開かれ，セリ業務停止が決定さ
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れるとともに，従業員7人に10月31日付けの解雇通告が出された。
その後は文字通り後始末であった。 10月11日，糸満市長は沖縄県庁を訪
れ，沖縄県水産公社の理事長でもある副知事に， 「水産公社や県外郭団体
などへの再就職あっせんによる社員救済と，市場使用料など同社負債の減
免措置，債務整理に向けた助成措置」などを要請した（｢沖縄タイムス」
1996年)。 10月24日にも同様の要請がなされた。しかし「解雇社員の救済
や債務への助成措置などへの具体的な解決策提示はなかった」 （｢みなと新
聞」 1996年10月25日)。
1996年10月31日， 「糸満魚市場」の全社員が解雇された。当市場は実際
の業務を行わない，登記上だけで存続する会社になったのである。その点
でまさしく 「休眠」状態に入ったのである。
なお，その後も「糸満魚市場」は活動休止状態のままである。そして，
かつて同市場がセリを行っていた糸満新漁港のセリ場では, 1997年7月に
進出した糸満漁協が「その他の市場」としてセリ業務を行っている。
おわりに
沖縄県中央卸売市場で水産物部門が業務を行っていないのはなぜだろう
かという関心に誘われ，たまたまそれに関わる「糸満魚市場問題」という
事件が発生していたことを知り，限られた資料に拠ってではあったが，そ
の事件の背景，経緯に関する整理作業を行ってゑた。
この事件の背景を探って承ると，源流が本土復帰にあったことを確認し
うる。本土復帰という事態に対応して，沖縄県の水産物市場流通業界には
二つの動きが表面化してきた。一つは，上において“行政主導” と呼んで
きたもので， 「卸売市場法」に即し， また『沖縄経済振興開発計画」に掲
げられた水産物流通基盤整備事業関連の大規模プロジェクトの推進を前提
にして，沖縄県の水産物市場流通システムを“本土並象”にすること，あ
るいはそうした目標の下にそれを近代化することを志向していた。もう一
つは， “生産者主導” と呼んできたもので，本土復帰とともに顕著になっ
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た本土漁船との厳しい競争から地元漁船を保護すべく水揚げ規制を行い，
それにベースにして沖縄県の水産物市場流通の前途を切り拓こうとするも
のであった。
その後， この二つの動きは， 「糸満魚市場」の開設が日程に上った時点
で正面衝突した。 「糸満魚市場問題」の発生である。この問題は， さまざ
まな団体の思惑も絡んで複雑な経緯を辿ったが，後者の勝利というかたち
で終息した。沖縄県の水産物市場流通は， これまで通り県漁連を中心に
“生産者主導”で運営されることになり， 「沖縄方式」・水揚げ規制・「泊
魚市場」のセリ機能一元化というそれまでのシステムが存続することにな
ったのである。そして， この経緯の中で，本土復帰直後から予定されてい
た安謝地区の中央卸売市場への「泊魚市場」の「収容」方針も， もはや完
全に消えていた。
沖縄県中央卸売市場で水産物部門の業務が今日も行われていない事情は，
「糸満魚市場問題」という事件の背景・経緯から探ってみれば，概略この
ようなものである。
ところで， 1984年4月に青果物部門のみで開設された沖縄県中央卸売市
場の開設前の動きをみて承ると，興味深いことに，青果物部門においても，
ここで取り上げた事件とよく似た事件が起きている。開設の3年前の1981
年のことであるが，生産者相対売りを行っていることで知られる与儀地区
の「農連市場」 (1953年開設）を古波蔵地区の青果物地方卸市場(1973年
開設）に収容しようとする沖縄県農業協同組合連合会の方針が，生産者の
反撃を受け撤回させられた事件である。 この方針は， 『沖縄県卸売市場整
備計画』に沿って，安謝地区の中央卸売市場が完成した暁には古波蔵地区
の青果物地方卸売市場を収容しようとするものであり， その点でやはり
“行政主導”で沖縄県の青果物市場流通を再編しようとするものであった。
しかし， このような意図は，消費者をも巻き込んだ反対運動の高揚により，
あえなく挫折してしまった（拙稿「那覇市の公設市場について｣， 『東北学
院大学論集経済学』第144号, 2000年9月, 196-198ページ)。いずれに
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せよ， “行政主導”の方針がそう簡単には貫徹しないという問題は，水産
物部門だけに特有のものではなかったのである。
このような事例をあえて付け加えたのは， さらに視野を底げればこのよ
うな事例が他にも多為み､られる可能性があるからである。このような事例
を発掘・検討する作業を重視することが，今後の沖縄県を対象とした多角
的視点からの市場史研究のために必要とされるであろう。
最後になったが， この作業を行うにあたり，沖縄県の卸売市場関係者に
大変お世話になった。深く感謝する次第である。
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